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後期高齢者医療制度に関する要望書 

 

後期高齢者医療制度については、安定した社会保障制度として確立させるため、これまで

様々な議論や見直しが行われている。後期高齢者医療制度の基盤強化や持続性を確保し、必

要な改善を図るため、以下の事項について国による積極的な対応や実現に向けた取組を要望

する。 

 

記 

 

１ マイナンバー制度関連について 

(１) マイナンバーカードと健康保険証の一体化に伴う被保険者証の廃止に当たっては、以

下のことについて要望する。 

ア 国は、広域連合や市区町村の意見を十分に反映し、被保険者・医療機関等・保険者

の混乱や事務・財政負担の増加を招かないよう懸案事項を充分に把握・検討したうえ

で、すべての被保険者が安心して医療機関等を受診できるよう責任をもって制度設計

し、今後のスケジュールやスキームについて早期に示すこと。 

イ 訪問診療や柔整、あはき等を含む全ての医療機関等でマイナンバーカードを健康保

険証として利用できるようにすること。 

ウ やむを得ない理由等によりマイナンバーカードを取得しない者に対する対応方針や

課題への対応方法等を早期に示すとともに、カード未取得者に混乱が生じないよう配

慮すること。 

エ オンライン資格確認による限度額適用認定等を原則とし、限度額適用認定証等を廃

止すること。 

オ 被保険者や医療機関等に対しては、国の責任において丁寧な説明及び周知広報を行

うとともに、国は、コールセンターを設置し、できるだけ長い期間継続すること。 

カ 制度改正に当たっては、保険者に過度な負担を課すことのないようにするとともに、

制度改正に伴う経費について全額財政支援の対象とすること。 

 

(２) マイナンバーカード未取得者に対する交付申請書等の送付は、申請者の利便性を鑑み、

年齢に関わらず地方公共団体情報システム機構（J-LIS）から対象者へ一律に送付され

るよう関係省庁と調整すること。 

 

２ 標準システム関連について 

(１) 標準システム機器更改、制度改正に係る各広域連合の外付けシステムの改修費用並びに

クラウド化に伴い増加する運用経費等について、以下のことを要望する。 

ア 標準システム機器更改、制度改正に係る各広域連合の外付けシステムの改修費用につ

いて、全額、国の財政支援を行うこと。 

イ 国の方針として決定された次期標準システムのクラウド化については、国が説明する

コストメリットと相反し運用経費等の増加が見込まれることから、増加する運営経費等

については、全額、国による財政支援を行うこと。 



ウ 次期標準システムの運用経費が現行システムの運用経費より確実に削減されるよう、

方策を講じること。 

 

(２) 次期標準システムの開発遅延によって生じるかかり増し経費については、全額を国庫で

負担すること。 

また、これ以上開発遅延が起こらないように体制を強化すること。 

 

(３) 今後、後期高齢者医療制度に関連するシステムのクラウドについては、安全かつ安定

的な運営のため、国において国内企業によるクラウドサービスの整備を早急に実施でき

るよう関係省庁と調整に努めること。 

 

３ 窓口負担関係について 

窓口負担の見直しで特に中間所得層の負担感が増しているなか、今後の窓口負担のあ

り方については、２割負担導入の影響や後期高齢者の生活実態を把握し、短期間のうち

に基準等の見直しによる２割負担以上の被保険者数を増加させる制度改正は行わないこ

と。 

また、３年間の配慮措置の期間経過を見据え、被保険者が安心して受診できる環境の

維持・整備を国の責任において検討すること。 
 

４ 財政関係について 

    後期高齢者医療制度の持続可能で安定的な運営に必要な財政支援について、地方公共

団体や保険者等関係団体の意見を十分聴取し、定率国庫負担割合の増加を含めた公費負

担の割合の見直しを行うとともに、保険料の増加抑制に財政安定化基金を活用できる仕

組みを継続するなど、高齢者にとって過剰な負担増とならないよう対策を講ずること。 

また、国保総合システムの更改に当たり、システムが極めて公共性の高い重要なイン

フラとしての役割を担っていることから、保険者に新たな財政負担が生じないよう引き

続き十分な財政措置を行うこと。 

 

５ 保健事業について 

高齢者の保健事業と介護予防の一体的な実施について、安定的かつ継続的な実施がで

きるよう、財政支援の拡充及び恒久化を行うとともに、事業を担う医療専門職（保健師

等）の確保に向けた支援を行うこと。 

 

６ 医療保険制度改革について 

国が進めている医療保険制度改革は、後期高齢者の生活に大きな影響を及ぼすことか

ら、被保険者の負担能力に応じた適切な制度設計を行うことに努めるとともに、対象被

保険者の負担軽減に係る激変緩和措置は政策的な決定であるため、その費用は国が財政

措置を行うこと。 

また、制度改革の目的や内容、保険料負担への影響等について、国は被保険者等に対

し、分かりやすい内容のリーフレット等により十分な周知・広報を図ること。なお、広

域連合とその構成市区町村が周知・広報を行った場合に要する費用については、国によ

る財政支援を確実に実施すること。 

 





 


